
平成 16 年 7 月期  個別中間財務諸表の概要 
平成 16 年 3 月 12 日 

上 場 会 社 名 日本駐車場開発株式会社          上場取引所    東 

コ ード番 号 2353                      本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ http://www.nittyu.co.jp） 
代   表   者 役 職 名 代表取締役社長 
          氏   名 巽 一久 
問い合わせ先責任者 役 職 名 取締役管理本部長 

          氏   名 氏家 太郎          ＴＥＬ（06）6227－6777 

決算取締役会開催日  平成 16 年 3 月 12 日             中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日  平成－年 －月 －日             単元株制度採用の有無 無 

１．16 年 1 月中間期の業績（平成 15 年 8 月 1 日～平成 16 年 1 月 31 日） 

(1) 経営成績   （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

16 年 1 月中間期 

15 年 1 月中間期 

     百万円    ％

 1,266  45.6

 869  66.0

     百万円    ％

 219  67.2

 131  85.0

     百万円    ％

 232  90.2

 122  74.4

15 年 7 月期 1,967    360    356       
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

16 年 1 月中間期 

15 年 1 月中間期 

百万円    ％

123   90.8

64   77.1

円  銭

2,336   49

3,895    65

15 年 7 月期 183     10,736   41

(注) 1．期中平均株式数 16 年 1 月中間期 52,860 株 15 年 1 月中間期 16,620 株 15 年 7 月期 17,069 株 

平成 14 年 11 月 1 日付及び平成 15 年 9月 19 日付で株式分割（1株を 3 株に分割）を実施しております。なお、

平成 15 年 1月中間期、平成 16 年 1月中間期及び平成 15 年 7月期の期中平均株式数及び 1株当たりの中間(当

期)純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

   2．会計処理の方法の変更   無 

   3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 
1 株当たり 

年間配当金
 

16 年 1 月中間期 

15 年 1 月中間期 

円 銭 

 0 00 

0 00 

円 銭

0 00 

0 00 

15 年 7 月期 0 00 0 00 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

16 年 1 月中間期 

15 年 1 月中間期 

百万円 

1,553    

1,066    

百万円

1,106   

745   

％ 

71.3 

69.9 

円  銭

20,937   67

44,868   25

15 年 7 月期 1,424    986   69.2 55,965   41

(注) 1．期末発行済株式数  16 年 1 月中間期 52,860 株 15 年 1 月中間期 16,620 株 15 年 7 月期 17,620 株 

2. 期末自己株式数   16 年 1 月中間期   ―株 15 年 1 月中間期    ―株 15 年 7 月期    ―株 

２．16 年 7 月期の業績予想（平成 15 年 8 月 1 日～平成 16 年 7 月 31 日） 

1株当たり年間配当金
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通  期 

百万円 

2,849 

百万円

593 

百万円 

338 

円 銭 

500 00 

円 銭

500 00 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）2,135 円 78 銭 
（注） 上記 1株当たり予想当期純利益（通期）は平成 16 年 7 月 20 日に実施予定の１対３の株式分割を考慮した期中平

均株式数により算出しております。 

※上記の予想につきましては、本資料作成日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績はさまざまな要因によって、上記予想数値と異なる可能性があります。 
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1．中間財務諸表等 
（1）中間貸借対照表 

 
当中間会計期間末 

(平成16年１月31日) 

前中間会計期間末 

(平成15年１月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成15年７月31日) 

区分 金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  921,251 519,309  826,078 

２ 売掛金  61,163 43,246  53,140 

３ 前渡金  54,481 33,248  42,446 

４ 前払費用  7,578 12,481  11,444 

５ 繰延税金資産  9,884 6,900  10,943 

６ その他  8 840  139 

７ 貸倒引当金  △295 △190  △257 

流動資産合計  1,054,071 67.9 615,837 57.8  943,934 66.3

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産※1     

(1) 建物及び構築物  66,733 67,638  65,133 

(2) 機械装置  29,539 40,260  34,348 

(3) 工具器具備品  9,981 6,627  8,247 

(4) 土地  117,145 117,145  117,145 

有形固定資産合計  223,399 14.4 231,672 21.7  224,875 15.8

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  14,934 ―  16,628 

(2) その他  2,510 1,458  2,514 

無形固定資産合計  17,445 1.1 1,458 0.1  19,143 1.3

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  ― 83,355  70,081 

(2) 関係会社株式  20,000 10,000  10,000 

(3) 匿名組合出資金  32,300 ―  ― 

(4) 長期貸付金  10,000 ―  ― 

(5) 敷金及び保証金  195,484 118,268  150,555 

(6) 繰延税金資産  274 ―  ― 

(7) その他  80 5,739  5,739 

(8) 貸倒引当金  △50 ―  ― 

投資その他の 

資産合計 
 258,089 16.6 217,362 20.4  236,375 16.6

固定資産合計  498,933 32.1 450,493 42.2  480,394 33.7

資産合計  1,553,005 100.0 1,066,330 100.0  1,424,329 100.0
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当中間会計期間末 

(平成16年１月31日) 

前中間会計期間末 

(平成15年１月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成15年７月31日) 

区分 金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  341 ―  ― 

２ 未払金  24,966 32,900  14,231 

３ 未払費用  9,876 ―  3,256 

４ 未払法人税等  98,991 55,965  130,577 

５ 未払消費税等※２  12,776 3,996  12,100 

６ 前受金  71,226 44,445  63,783 

７ 預り金  23,292 23,673  24,703 

８ 賞与引当金  ― 5,448  ― 

９ その他  ― 2,585  ― 

流動負債合計  241,472 15.5 169,014 15.9  248,652 17.5

Ⅱ 固定負債     

１ 預り保証金  204,767 150,570  188,205 

２ 繰延税金負債  ― 1,035  1,361 

固定負債合計  204,767 13.2 151,605 14.2  189,566 13.3

負債合計  446,240 28.7 320,620 30.1  438,218 30.8

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  427,917 27.6 383,292 35.9  427,917 30.0

Ⅱ 資本剰余金     

資本準備金 340,447  264,172 340,447  

資本剰余金合計  340,447 21.9 264,172 24.8  340,447 23.9

Ⅲ 利益剰余金     

利益準備金 2,000  2,000 2,000  

中間（当期） 

未処分利益 
336,400  94,376 212,893  

利益剰余金合計  338,400 21.8 96,376 9.0  214,893 15.1

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金 
 ― ― 1,869 0.2  2,852 0.2

資本合計  1,106,765 71.3 745,710 69.9  986,110 69.2

負債及び資本合計  1,553,005 100.0 1,066,330 100.0  1,424,329 100.0

     



ファイル名:３単体PL 更新日時:2004/03/10 15:07 印刷日時:04/03/11 13:18 

―  ― 3

（2）中間損益計算書 
 

 
当中間会計期間 

(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日)

前中間会計期間 

(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日)

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日)

区分 金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  1,266,244 100.0 869,905 100.0  1,967,787 100.0

Ⅱ 売上原価  701,737 55.4 440,043 50.6  982,697 49.9

売上総利益  564,507 44.6 429,862 49.4  985,090 50.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

 344,603 27.2 298,373 34.3  624,523 31.8

営業利益  219,904 17.4 131,489 15.1  360,567 18.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  16,059 1.3 656 0.1  9,454 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  2,970 0.3 9,657 1.1  13,977 0.7

経常利益  232,993 18.4 122,487 14.1  356,044 18.1

Ⅵ 特別利益  ― ― ― ―  ― ―

Ⅶ 特別損失  ※３  8,909 0.7 ― ―  2,161 0.1

税引前中間 
（当期）純利益 

 224,083 17.7 122,487 14.1  353,883 18.0

法人税、住民税 
及び事業税 

99,211  56,083 173,263  

法人税等調整額 1,365 100,576 7.9 1,659 57,742 6.6 △2,643 170,620 8.7

中間（当期） 
純利益 

 123,507 9.8 64,745 7.4  183,263 9.3

前期繰越利益  212,893 29,630  29,630 

中間(当期) 
未処分利益 

 336,400 94,376  212,893 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日) 

１ 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 有価証券 

(1) 子会社株式 

   移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本直入

法により処理し売却原価は、

移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法  

１ 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  有価証券 

(1) 子会社株式 

   同左 

 (2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

   時価のないもの 

 同左 

１ 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 有価証券 

(1) 子会社株式 

   同左 

 (2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は、全部資本直入

法により処理し売却原価は、

移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。但

し、平成10年4月以降に取得し

た建物（建物附属設備は除

く）については、定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

   建物及び構築物 10～23年 

   機械装置       7年 

   工具器具備品   4～ 8年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

   

 

 

 

 

 

 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

  定額法によっております。但し

ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

(2)  

          

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

  定額法によっております。但し

ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、回収不能見込額を

計上しております。 

  ａ一般債権 

貸倒実績率によっておりま

す。 

  ｂ貸倒懸念債権等特定の債権 

   個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2)  

            

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与支払に備え、支

給見込額のうち当中間会計期

間で負担すべき金額を計上し

ております。  

 (2)  
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当中間会計期間 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日) 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

４ リース取引の処理方法 

  同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  同左 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2)  

         

(2)  

           

(2) 自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平

成１４年４月１日以後に適用

されることに伴い、当事業年

度から同会計基準によってい

ます。この変更に伴う当事業

年度の損益に与える影響はあ

りません。 

なお、財務諸表等規則の改正

により、当事業年度における

貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。

(3)  

         

(3)  

           

(3) １株当たり当期純利益に関す

る会計基準 

「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成１４年９月２

５日 企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準適用指針」

（企業会計基準委員会 平成

１４年９月２５日 企業会計

基準第４号）が平成１４年４

月１日以後開始する事業年度

に係る財務諸表から適用され

ることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及

び適用指針によっておりま

す。なお、これによる影響に

ついては「１株当たり情報に

関する注記」に記載しており

ます。 
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表示方法の変更 

当中間会計期間 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日) 

（中間貸借対照表） 

１ 前中間会計期間において、流動負債「その他」に

含めて表示しておりました「未払費用」（前中間会

計期間は2,585千円）については当中間会計期間から

金額の重要性が増したため、区分掲記しておりま

す。 

 

 

 

                  

 

追加情報 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日) 

――― （中間貸借対照表） 

中間財務諸表等規則の改正により

当中間会計期間から「資本準備

金」は「資本剰余金」の内訳と

「利益準備金」「中間未処分利

益」は「利益剰余金」の内訳とし

て表示しております。 

――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

当中間会計期間末 
(平成16年１月31日) 

前中間会計期間末 
(平成15年１月31日) 

前事業年度末 
(平成15年７月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

 24,217千円 

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税

等として表示しております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

 7,551千円

※２ 消費税等の取扱い 

   同左 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

 16,902千円

※２  

            

 

(中間損益計算書関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 21千円 

受取配当金 2,237千円 

投資有価証券 

売却益 
9,781千円 

保険返戻金 4,019千円 

  
 

※１  

           

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 16千円

受取配当金 4,110千円

投資有価証券 

売却益 
5,328千円

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 339千円 

新株発行費 2,631千円 

  
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

新株発行費 9,657千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 71千円

新株発行費 12,949千円
 

※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 4,666千円 

事務所原状回復費 4,243千円 
 

※３ 

           

※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 376千円

事務所原状回復費 1,785千円
 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 8,590千円 

無形固定資産 1,744千円 
 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,707千円

無形固定資産 ―千円
 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 13,360千円

無形固定資産 316千円
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(リース取引関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(千円) 

車両 
運搬具 

8,294 6,484 1,809 

工具器具 
備品 

21,027 14,053 6,973 

ソフト 
ウェア 

11,804 5,451 6,353 

合計 41,126 25,990 15,136 

 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高 

相当額
(千円)

車両 
運搬具 

16,693 12,462 4,231

工具器具
備品 

21,794 13,661 8,133

ソフト 
ウェア 

12,596 3,647 8,949

合計 51,085 29,771 21,314

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

車両 
運搬具 

16,536 14,228 2,308

工具器具
備品 

20,983 15,043 5,939

ソフト 
ウェア 

11,804 4,271 7,533

合計 49,324 33,543 15,781

 
   

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 6,434千円

１年超 9,817千円

合計 16,252千円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 8,877千円

１年超 12,741千円

合計 21,619千円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 7,451千円

１年超 10,092千円

合計 17,543千円
 

   

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 4,443千円 

減価償却費相当額 3,630千円 

支払利息相当額 326千円 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 5,116千円

減価償却費相当額 5,017千円

支払利息相当額 97千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 9,876千円

減価償却費相当額 7,893千円

支払利息相当額 815千円
 

   

４ 減価償却費相当額の算出方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算出方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算出方法 

  同左 

   

５ 利息相当額の算出方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５ 利息相当額の算出方法 

  同左 

５ 利息相当額の算出方法 

  同左 
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(有価証券関係) 

当中間会計期間末(平成16年１月31日)及び前中間会計期間末(平成15年１月31日)並びに前事業年

度末(平成15年７月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(１株当たり情報) 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日) 

１株当たり純資産額  20,937.67円 

１株当たり中間純利益  2,336.49円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益  2,282.29円 

 

当社は平成15年９月19日付で株式

１株につき３株の割合を持って分割

を行っており、当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の前中

間会計期間及び前事業年度における

１株当たり情報については、以下の

とおりになります。 

前中間会計期

間 

前事業年度 

１株当たり純

資産額 

14,956.08円 

１株当たり純

資産額 

18,655.14円 

１株当たり 

中間純利益 

1,298.55円 

１株当たり 

当期純利益 

3,578.80円 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益について

は、ストックオ

プション制度導

入による新株予

約権残高があり

ますが、当社株

式は非上場・非

登録であり、期

中平均株価が把

握できないため

記載しておりま

せん。 

 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

3,498.64円 

 

１株当たり純資産額  44,868.25円 

１株当たり中間純利益  3,895.65円 

 

 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、ストックオ

プション制度導入による新株予約権

残高がありますが、当社株式は非上

場・非登録であり、期中平均株価が

把握できない為、記載しておりませ

ん。 

（追加情報） 

当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第2号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第4

号）を適用しております。 

同会計基準及び適用指針を前事業

年度に適用して算定した場合の１株

当たり情報は、以下のとおりとなり

ます。 

なお、当社は平成14年11月1日付で

株式１株につき３株の株式分割を行

っており、以下の１株当たり情報の

算定に当たっては当該株式分割が前

期首に行われたと仮定しておりま

す。 

１株当たり純資産額  40,857.45円 

１株当たり当期純利益 13,517.40円 

１株当たり純資産額  55,965.41円

１株当たり当期純利益 10,736.41円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 10,495.91円

 

当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準（企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

なお、この変更に伴う影響はあり

ません。 

当社は平成14年11月１日付で株式

１株につき３株の割合を持って分割

を行っており、当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の前事

業年度における１株当たり情報につ

いては、以下のとおりになります。

但し、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、ストックオプ

ション制度導入による新株予約権残

高がありますが、前事業年度におい

て、当社株式は非上場・非登録であ

り、期中平均株価が把握できないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額  40,857.45円

１株当たり当期純利益 13,517.40円
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(注)  １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

 
当中間会計期間 

(自 平成15年８月１日 

至 平成16年１月31日)

前中間会計期間 

(自 平成14年８月１日 

至 平成15年１月31日) 

前事業年度 

(自 平成14年８月１日 

至 平成15年７月31日)

１株当たり中間（当期）純利益   

中間（当期）純利益 123,507千円 64,745千円 183,263千円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益 123,507千円 64,745千円 183,263千円

普通株式の期中平均株式数 52,860株 16,620株 17,069株

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
 

中間（当期）純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数 1,255株 ― 391株

普通株式増加数の内訳 

新株予約権 1,255株

 

― 391株

希薄化効果を有しない為、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定

に含めなかった潜在株式の概要 

平成15年10月29日定時

株主総会決議によるス

トックオプション（新

株予約権） 

普通株式 824株 

行使価格 397,616円 

― ―
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(重要な後発事象) 

 
当中間会計期間 

(自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日) 

平成16年３月12日開催の取締役会

決議により、株式分割による新株

式を発行いたします。 

(1)平成16年７月20日付をもって普

通株式1株を3株に分割する。 

(2)分割により増加する株式数 

  普通株式 105,720株 

(3)分割方法 

  平成16年５月31日現在の最終の

株主名簿に記載された株主の所

有株式数を1株につき3株の割合

をもって分割する。 

(4)配当起算日 

  平成16年２月１日 

当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間

及び前事業年度における1株当たり

情報並びに当期首に行われたと仮

定した場合の当事業年度における

１株当たり情報は、それぞれ以下

のとおりとなります。 

当中間会計 

期間 

前中間会計

期間 
前事業年度 

１株当たり

純資産額 

6,979.22円 

１株当たり

純資産額 

4,985.36円 

１株当たり

純資産額 

6,218.38円 

１株当たり 

中間純利益 

778.83円 

１株当たり 

中間純利益 

432.85円 

１株当たり 

当期純利益 

1,192.93円 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

760.76円 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益に

ついては、ス

トックオプシ

ョン制度導入

による新株予

約権残高があ

りますが、当

社株式は非上

場・非登録で

あり、期中平

均株価が把握

できないため

記載しており

ません。 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

1,166.21円 

 

当社は、平成15年2月18日に店頭登

録銘柄として、日本証券業協会登録

されました。店頭登録にあたり、平

成15年1月27日開催の取締役会決議

により、新株発行を決議し、平成15

年2月17日に払込が完了いたしまし

た。 

この結果資本金は427,917千円、発

行済株式総数は17,620となりまし

た。 

 (1) 新株式発行要領 

  ①募集方法 一般募集 

 （ﾌﾞｯｸﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ方式による募集）

 ②発行新株式数 普通株式1,000株

 ③発行価格 1株につき130,000円 

 ④引受価格 1株につき120,900円 

 ⑤発行価額 1株につき89,250円 

 ⑥発行価額の総額 89,250千円 

 ⑦払込金額の総額 120,900千円 

 ⑧資本組入額 1株につき44,625円

 ⑨資本組入額の総額 44,625千円 

 ⑩払込期日 平成15年2月17日 

 ⑪配当起算日 平成15年2月1日 

⑫資金の使途 社内情報システム

の構築資金 

平成15年６月５日開催の取締役会

決議により、株式分割による新株

式を発行しております。 

(1)平成15年９月19日付をもって普

通株式1株を3株に分割する。 

(2)分割により増加する株式数 

  普通株式 35,240株 

(3)分割方法 

  平成15年７月31日現在の最終の

株主名簿に記載された株主の所

有株式数を1株につき3株の割合

をもって分割する。 

(4)配当起算日 

  平成15年８月１日 

当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度にお

ける1株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当事業年

度における１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり

純資産額 

13,619.15円 

１株当たり

純資産額 

18,655.14円 

１株当たり 

当期純利益 

4,505.81円 

１株当たり 

当期純利益 

3,578.80円 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益に

ついては、ス

トックオプシ

ョン制度導入

による新株予

約権残高があ

りますが、当

社株式は非上

場・非登録で

あり、期中平

均株価が把握

できないため

記載しており

ません。 

 

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益 

3,498.64円 

 

 


